


容器保安規則の機能性基準の運用について等の一部を改正する規程

○容器保安規則の機能性基準の運用について･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････１

○高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････４

○認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者の認定について（内規）･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････９
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「容器保安規則の機能性基準の運用について」の一部改正に係る新旧対照表（改正部分は、傍線部分）

改 正 後 改 正 前

容器保安規則の機能性基準の運用について 容器保安規則の機能性基準の運用について
制定 20130409 商局第 4 号平成２５年 ５月１５日
改正 20140318 商局第 6 号平成２６年 ３月３１日

20141121 商局第 1 号平成２６年１２月 ２日
20150202 商局第 9 号平成２７年 ２月２４日
20160920 商局第 1 号平成２８年１０月 ３日

制定 20130409 商局第 4 号平成２５年 ５月１５日
改正 20140318 商局第 6 号平成２６年 ３月３１日

20141121 商局第 1 号平成２６年１２月 ２日
20150202 商局第 9 号平成２７年 ２月２４日
20160920 商局第 1 号平成２８年１０月 ３日
20170310 商局第 7 号平成２９年 ３月２２日

１．～５．及び別表第１ （略） １．～５．及び別表第１ （略）

別表第２（詳細基準の例示） 別表第２（詳細基準の例示）

項 機能性基準 例示基準 項 機能性基準 例示基準

１ 別表第１第 別添１「一般継目なし容器の技術基準の解釈」 １ 別表第１第 別添１「一般継目なし容器の技術基準の解釈」
１項から第 別添２「溶接容器の技術基準の解釈」 １項から第 別添２「溶接容器の技術基準の解釈」
３項まで及 別添３「超低温容器の技術基準の解釈」 ３項まで及 別添３「超低温容器の技術基準の解釈」
び第１０項 別添４「ろう付け容器の技術基準の解釈」 び第１０項 別添４「ろう付け容器の技術基準の解釈」
に掲げるも 別添５「再充てん禁止容器の技術基準の解釈」 に掲げるも 別添５「再充てん禁止容器の技術基準の解釈」
の 別添６「アルミニウム合金ライナー製一般複合容 の 別添６「アルミニウム合金ライナー製一般複合容

器の技術基準の解釈」 器の技術基準の解釈」
別添７「圧縮天然ガス自動車燃料装置用継目なし 別添７「圧縮天然ガス自動車燃料装置用継目なし
容器の技術基準の解釈 容器の技術基準の解釈
別添８「圧縮天然ガス自動車燃料装置用複合容器 別添８「圧縮天然ガス自動車燃料装置用複合容器
の技術基準の解釈」 の技術基準の解釈」
別添９「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技 別添９「圧縮天然ガス自動車燃料装置用容器の技
術基準の解釈」 術基準の解釈」
別添１１「国際圧縮水素自動車燃料装置用容器の 別添１１「国際圧縮水素自動車燃料装置用容器の
技術基準の解釈」 技術基準の解釈」
社団法人日本ガス協会基準「液化天然ガス自動車 社団法人日本ガス協会基準「液化天然ガス自動車
燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０ 燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０
６－０１－９９）」 ６－０１－９９）」
高圧ガス保安協会基準０１２１「アルミニウム合 高圧ガス保安協会基準０１２１「アルミニウム合
金ライナー・炭素繊維製一般複合容器の技術基準 金ライナー・炭素繊維製一般複合容器の技術基準
(2016)」 (2005)」
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財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車
燃料装置用容器の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００１ 燃料装置用容器の技術基準（ＪＡＲＩ Ｓ ００１
(2004)」 (2004)」

注 第３条第１項第１号に規定するＶＨ３容器 注 第３条第１項第１号に規定するＶＨ３容器
のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム
合金に限ることとし、また、同号に規定する 合金に限ることとし、また、同号に規定する
ＶＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ ＶＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ
ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は
材料証明書における絞りが７５％以上であっ 材料証明書における絞りが７５％以上であっ
て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ
るものに限る。 るものに限る。

日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用容 日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用容
器の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１２／０４）」 器の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ／１２／０４）」

注 第３条第１項第１号に規定するＴＨ３容器 注 第３条第１項第１号に規定するＴＨ３容器
のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム のライナーの耐圧部分の材料はアルミニウム
合金に限ることとし、また、同号に規定する 合金に限ることとし、また、同号に規定する
ＴＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ ＴＨ４容器のボスの耐圧部分の材料は、ステ
ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は ンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は
材料証明書における絞りが７５％以上であっ 材料証明書における絞りが７５％以上であっ
て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ て、かつ、ニッケル当量が２８．５以上であ
るものに限る。 るものに限る。

社団法人日本ガス協会基準「圧縮天然ガス自動車 社団法人日本ガス協会基準「圧縮天然ガス自動
燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ０ 車燃料装置用容器の技術基準（ＪＧＡ指－ＮＧＶ
７－０５）」 ０７－０５）」
高圧ガス保安協会基準０１２８「７０ＭＰａ圧縮 高圧ガス保安協会基準０１２８「７０ＭＰａ圧縮
水素自動車燃料装置用容器の技術基準(2010)」 水素自動車燃料装置用容器の技術基準(2010)」

注 ４．２に規定するＶＨ３容器のライナーの 注 ４．２に規定するＶＨ３容器のライナーの
耐圧部分の材料はアルミニウム合金に限るこ 耐圧部分の材料はアルミニウム合金に限るこ
ととし、また、４．２に規定するＶＨ４容器 ととし、また、４．２に規定するＶＨ４容器
のボスの耐圧部分の材料は、ステンレス鋼に のボスの耐圧部分の材料は、ステンレス鋼に
あっては規格材料の引張試験又は材料証明書 あっては規格材料の引張試験又は材料証明書
における絞りが７５％以上であって、かつ、 における絞りが７５％以上であって、かつ、
ニッケル当量が２８．５以上であるものに限 ニッケル当量が２８．５以上であるものに限
る。 る。

一般財団法人石油エネルギー技術センター基準「圧 一般財団法人石油エネルギー技術センター基準「圧
縮水素運送自動車用容器の技術基準（ＪＰＥＣ－ 縮水素運送自動車用容器の技術基準（ＪＰＥＣ－
Ｓ ０００５）(2013)」 Ｓ ０００５）(2013)」
日本ＬＰガス団体協議会技術基準 Ｓ高－００３ 日本ＬＰガス団体協議会技術基準 Ｓ高－００３
「液化石油ガス用プラスチックライナー製一般複 「液化石油ガス用プラスチックライナー製一般複
合容器の技術基準（2014）」 合容器の技術基準（2014）」
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２ 別表第１第 別添１０「附属品の技術基準の解釈」 ２ 別表第１第 別添１０「附属品の技術基準の解釈」
４項、第５ 別添１２「国際圧縮水素自動車燃料装置用附属品 ４項、第５ 別添１２「国際圧縮水素自動車燃料装置用附属品
項及び第１ の技術基準の解釈」 項及び第１ の技術基準の解釈」
１項に掲げ 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車 １項に掲げ 財団法人日本自動車研究所基準「圧縮水素自動車
るもの 燃料装置用附属品の技術基準（ＪＡＲＩＳ００２ るもの 燃料装置用附属品の技術基準（ＪＡＲＩＳ００２

（２００４））」 （２００４））」
注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス 注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス

テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は材 テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は材
料証明書における絞りが７５％以上であって、か 料証明書における絞りが７５％以上であって、か
つ、ニッケル当量が２８．５以上であるものに限 つ、ニッケル当量が２８．５以上であるものに限
る。 る。
日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用附 日本産業ガス協会基準「圧縮水素運送自動車用附
属品の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ/１３/０４）」 属品の技術基準（ＪＩＧＡ－Ｔ－Ｓ/１３/０４）」

注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス 注 第３条第４項第１号に規定する材料は、ス
テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は材 テンレス鋼にあっては規格材料の引張試験又は材
料証明書における絞りが７５％以上であって、か 料証明書における絞りが７５％以上であって、か
つ、ニッケル当量が２８．５以上であるものに限 つ、ニッケル当量が２８．５以上であるものに限
る。 る。
一般財団法人石油エネルギー技術センター基準「圧 （新設）
縮水素運送自動車用附属品の技術基準（ＪＰＥＣ
－Ｓ ０００６）(2016)」

３ （略） （略） ３ （略） （略）

４ （略） （略） ４ （略） （略）

備考 （略） 備考 （略）

別添１～別添１２ （略） 別添１～別添１２ （略）
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高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）の一部を改正する規程 新旧対照表（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規） 高圧ガス保安法及び関係政省令の運用及び解釈について（内規）

制定 平成０９・０３・３１立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日 制定 平成０９・０３・３１立局第１８号 平成 ９年 ４月 １日

改正 平成０９・０９・２９立局第２号 平成 ９年 ９月３０日 改正 平成０９・０９・２９立局第２号 平成 ９年 ９月３０日

平成１０・０３・２６立局第７号 平成１０年 ３月３１日 平成１０・０３・２６立局第７号 平成１０年 ３月３１日

平成１１・０９・２８立局第４号 平成１１年 ９月３０日 平成１１・０９・２８立局第４号 平成１１年 ９月３０日

平成１２・０３・３１立局第５９号 平成１２年 ４月 １日 平成１２・０３・３１立局第５９号 平成１２年 ４月 １日

平成１２・０９・２０立局第２号 平成１２年１２月２２日 平成１２・０９・２０立局第２号 平成１２年１２月２２日

廃止・制定 平成１９・０６・１８原院第２号 平成１９年 ７月 １日 廃止・制定 平成１９・０６・１８原院第２号 平成１９年 ７月 １日

改正 平成２２・０４・０１原院第６号 平成２２年 ４月 ５日 改正 平成２２・０４・０１原院第６号 平成２２年 ４月 ５日

平成２３・０１・１５原院第１号 平成２３年 １月１７日 平成２３・０１・１５原院第１号 平成２３年 １月１７日

平成２３・０６・２８原院第４号 平成２３年 ７月 ４日 平成２３・０６・２８原院第４号 平成２３年 ７月 ４日

廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日 廃止・制定 ２０１４０６２５商局第１号 平成２６年 ７月１４日

改正 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日 改定 ２０１４０７０７商局第２号 平成２６年 ７月１８日

２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日 ２０１４０９０３商局第６号 平成２６年 ９月１７日

２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日 ２０１４１１１４商局第３号 平成２６年１１月２０日

２０１４１２１７商局第５号 平成２６年１２月２２日 ２０１４１２１７商局第５号 平成２６年１２月２２日

２０１６０２１６商局第２号 平成２８年 ２月２６日 ２０１６０２１６商局第２号 平成２８年 ２月２６日

２０１６０６１３商局第３号 平成２８年 ６月３０日 ２０１６０６１３商局第３号 平成２８年 ６月３０日

２０１６１０２５商局第１号 平成２８年１１月 １日 ２０１６１０２５商局第１号 平成２８年１１月 １日

２０１７０３１０商局第７号 平成２９年 ３月２２日

（１）高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法施行令の運用及び解釈について （１）高圧ガス保安法及び高圧ガス保安法施行令の運用及び解釈について

Ⅰ.高圧ガス保安法関係 Ⅰ.高圧ガス保安法関係

第５条関係（製造の許可等） 第５条関係（製造の許可等）

（１）法第５条第１項第１号の設備の処理容積の算定は、設備の公称能力、設計能力等名目的な能力によ （１）法第５条第１項第１号の設備の処理容積の算定は、設備の公称能力、設計能力等名目的な能力によ

るものでなく、電力事情、原料事情、企業操業状況、その他設備の外的条件による制約とは無関係に るものでなく、電力事情、原料事情、企業操業状況、その他設備の外的条件による制約とは無関係に

設備自体の実際に稼働しうる１日（２４時間）の能力によるものとする。 設備自体の実際に稼働しうる１日（２４時間）の能力によるものとする。

なお、具体的な高圧ガス処理能力の算出については以下のとおり処理されたい（平成９年４月１日 なお、具体的な高圧ガス処理能力の算出については以下のとおり処理されたい（平成９年４月１日

以降の許可等のものにのみ適用する）。 以降の許可等のものにのみ適用する）。

① 事業所に係る高圧ガスの処理能力は、各々の高圧ガス設備に係る各々の処理設備の処理能力を合算 ① 事業所に係る高圧ガスの処理能力は、各々の高圧ガス設備に係る各々の処理設備の処理能力を合算

（冷凍事業所を除く。）するものとする。 （冷凍事業所を除く。）するものとする。

ただし、事業所内の一つの製造施設について、その製造設備の処理能力が１００立方メートル（高圧 ただし、事業所内の一つの製造施設について、その製造設備の処理能力が１００立方メートル（高

ガス保安法施行令（平成９年政令第２０号）第３条表第１号上欄に掲げるガスにあっては３００立方 圧ガス保安法施行令第３条表第１号上欄に掲げるガスにあっては３００立方メートル）未満である製

メートル）未満である製造施設であって、他の製造施設とガス設備で接続されていないもの（用役の用 造施設であって、他の製造施設とガス設備で接続されていないもの（用役の用に供する窒素及び空気
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に供する窒素及び空気のみが通り、かつ、緊急時に当該ガスの供給を遮断する措置が講じられている配 の通る配管で接続され、かつ、緊急時に当該ガスの供給を遮断する措置が講じられている場合を含む

管で接続されているもの（高圧ガス保安法施行令第十条ただし書に規定する検査能力の維持向上に係 。）で、かつ、他の製造施設の機能に支障を及ぼすおそれのないものにあっては処理能力を合算しな

る高度な方法を用い、かつ、当該方法を用いるために必要な経済産業省令で定める技術的能力及び実 くてよいものとする。

施体制を有すると経済産業大臣が認める者にあっては、単に緊急時に当該ガスの供給を遮断する措置 なお、製造施設の処理能力を合算しない場合、当該製造施設は法第５条第２項の適用を受けるもの

が講じられている配管で接続されているもの）を含む。）で、かつ、他の製造施設の機能に支障を及ぼ とする。既に許可を受けた施設であって、製造施設の処理を合算しない場合に届け出る場合にあって

すおそれのないものにあっては処理能力を合算しなくてよいものとする。 は、当該届出にあたり、許可の際に添付した図面等を省略することができる。

なお、製造施設の処理能力を合算しない場合、当該製造施設は法第５条第２項の適用を受けるものと

する。既に許可を受けた施設であって、製造施設の処理を合算しない場合に届け出る場合にあっては、

当該届出にあたり、許可の際に添付した図面等を省略することができる。

② （略） ② （略）

（２）一般高圧ガス保安規則の運用及び解釈ついて （２）一般高圧ガス保安規則の運用及び解釈について

第１３条関係 （略） 第１３条関係 （略）

第１４条関係 製造施設等変更許可申請は、施設等の変更について技術上の基準に関係のある部分を変更し （新規）

ようとする場合に限定されることは当然であるが、例えばアセチレンガスのプラントのある事業所にさら

に窒素ガスの充てん設備を増設する場合には法第５条の許可ではなく法第１４条の変更許可が必要であり

、また、いわゆる「付属冷凍」に係る冷凍設備は、冷凍保安規則の適用を受けないので、アセチレンガス

のプラントのある事業所にこれを設置する場合も同様に解する。

第１５条関係 第１５条関係

（削除） 第１項第１号関係 「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」とは、高圧ガス保安協会

又は指定特定設備検機関が行う、ＫＨＫＳ０８０３（２０１４）可とう管に関する検査基準に基づ

く検査に合格した可とう管をいう。

（削除） 第１項第６号関係

① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、認 ① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、

定完成検査実施者認定証（様式第４５）の「認定する特定変更工事を行う製造施設又は貯蔵設備」の 認定完成検査実施者認定証（様式第４５）の「認定する特定変更工事を行う製造施設又は貯蔵設備

欄に記載された施設をいう。 」の欄に記載された施設をいう。

（削除） ② 「処理設備の処理能力、性能並びに法第八条第一号で定める技術上の基準及び同条第二号で定め

る技術上の基準に関する事項その他設備に関する事項の変更がないものに限る。」とは、取り替え

る設備の製造許可申請書（変更の工事の許可を受けている部分にあっては、直近の変更工事許可申

請書）の添付書類の記載事項のうち、第３条第２項各号に掲げる事項（第５号に掲げるものを除く

。）の変更がないものをいう。

② 「管台」とは、ノズルをいう。 ③ イの「管台」とは、ノズルをいう。

③ 「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備の銅板 ④ イの「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備

又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。 の銅板又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。

図 （略） 図 （略）

④ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすもの ⑤ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすも

（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶接方 の（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶
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法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定される応 接方法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定さ

力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合することの３ れる応力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合する

つの条件が全て揃っていることをいう。 ことの３つの条件が全て揃っていることをいう。

なお、第６号においては、「その他設備に関する事項の変更がないものに限る」より、管台を取り なお、第６号柱書きにより、管台を取り替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらな

替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらないことも条件となっている。 いことも条件となっている。

図 （略） 図 （略）

（削除） 第１４条関係 製造施設等変更許可申請は、施設等の変更について技術上の基準に関係のある部分を変更

しようとする場合に限定されることは当然であるが、例えばアセチレンガスのプラントのある事業所に

さらに窒素ガスの充てん設備を増設する場合には法第５条の許可ではなく法第１４条の変更許可が必要

であり、また、いわゆる「付属冷凍」に係る冷凍設備は、冷凍保安規則の適用を受けないので、アセチ

レンガスのプラントのある事業所にこれを設置する場合も同様に解する。

第８２条関係 第８２条関係

（１） 第２項第３号中、「第９９条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」は （１） 第２項第２号中、「第９９条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」

、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八十四 は、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八

号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安検査告 十四号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安

示で定めた方法として差し支えない。 検査告示で定めた方法として差し支えない。

なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９９条の規 なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９９条の

定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用等に 規定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用

ついて検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。 等について検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。

（２） （略） （２） （略）

（３）液化石油ガス保安規則の運用及び解釈ついて （３）液化石油ガス保安規則の運用及び解釈について

第１６条関係 第１６条関係

（削除） 第１項第１号関係 「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」とは、高圧ガス保安協会

又は指定特定設備検機関が行う、ＫＨＫＳ０８０３（２００９）可とう管に関する検査基準に基づ

く検査に合格した可とう管をいう。

（削除） 第１項第６号関係

① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、認 ① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、

定完成検査実施者認定証（様式第４４）の「認定する特定変更工事を行う製造施設又は貯蔵設備」の 認定完成検査実施者認定証（様式第４４）の「認定する特定変更工事を行う製造施設又は貯蔵設備

欄に記載された施設をいう。 」の欄に記載された施設をいう。

（削除） ② 「処理設備の処理能力、性能並びに法第八条第一号で定める技術上の基準及び同条第二号で定め

る技術上の基準に関する事項その他設備に関する事項の変更がないものに限る。」とは、取り替え

る設備の製造許可申請書（変更の工事の許可を受けている部分にあっては、直近の変更工事許可申

請書）の添付書類の記載事項のうち、第３条第２項各号に掲げる事項（第５号に掲げるものを除く

。）の変更がないものをいう。

② 「管台」とは、ノズルをいう。 ③ イの「管台」とは、ノズルをいう。

③ 「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備の銅板 ④ イの「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備
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又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。 の銅板又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。

図 （略） 図 （略）

④ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすもの ⑤ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすも

（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶接方 の（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶

法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定される応 接方法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定さ

力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合することの３ れる応力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合する

つの条件が全て揃っていることをいう。 ことの３つの条件が全て揃っていることをいう。

なお、第６号においては、「その他設備に関する事項の変更がないものに限る」より、管台を取り なお、第６号柱書きにより、管台を取り替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらな

替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらないことも条件となっている。 いことも条件となっている。

図 （略） 図 （略）

第８０条関係 第８０条関係

（１） 第２項第３号中、「第９７条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」は （１） 第２項第２号中、「第９７条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」

、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八十四 は、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八

号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安検査告 十四号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安

示で定めた方法として差し支えない。 検査告示で定めた方法として差し支えない。

なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９７条の規 なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９７条の

定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用等に 規定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用

ついて検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。 等について検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。

（２） （略） （２） （略）

（４）コンビナート等保安規則の運用及び解釈ついて （４）コンビナート等保安規則の運用及び解釈について

第１４条関係 第１４条関係

（削除） 第１項第１号関係 「保安上特段の支障がないものとして認められたもの」とは、高圧ガス保安協会

又は指定特定設備検機関が行う、ＫＨＫＳ０８０３（２００９）可とう管に関する検査基準に基づ

く検査に合格した可とう管をいう。

（削除） 第１項第６号関係

① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、認 ① 「認定完成検査実施者が自ら特定変更工事に係る完成検査を行うことができる製造施設」とは、

定完成検査実施者認定証（様式第２４）の「認定する特定変更工事を行う製造施設」の欄に記載され 認定完成検査実施者認定証（様式第２４）の「認定する特定変更工事を行う製造施設」の欄に記載

た施設をいう。 された施設をいう。

（削除） ② 「処理設備の処理能力、性能並びに法第八条第一号で定める技術上の基準及び同条第二号で定め

る技術上の基準に関する事項その他設備に関する事項の変更がないものに限る。」とは、取り替え

る設備の製造許可申請書（変更の工事の許可を受けている部分にあっては、直近の変更工事許可申

請書）の添付書類の記載事項のうち、第３条第２項各号に掲げる事項（第５号に掲げるものを除く

。）の変更がないものをいう。

② 「管台」とは、ノズルをいう。 ③ イの「管台」とは、ノズルをいう。

③ 「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備の銅板 ④ イの「当該特定設備の銅板又は鏡板に直接溶接されていないものに限る。」とは、当該特定設備

又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。 の銅板又は鏡板にカップリング又はボスを介して接続されているものをいう。

図 （略） 図 （略）
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④ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすもの ⑤ 「溶接の方法がすみ肉溶接であり、かつ、溶接に用いられる母材が告示で定める要件を満たすも

（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶接方 の（特定設備検査規則第二十九条ただし書に該当する場合に限る。）」とは、①取替えの工事の溶

法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定される応 接方法がすみ肉溶接であること、②その溶接の条件が特定設備検査規則第２９条ただし書に規定さ

力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合することの３ れる応力除去が必要でない場合であること、③溶接する母材の種類は告示で定める要件に適合する

つの条件が全て揃っていることをいう。 ことの３つの条件が全て揃っていることをいう。

なお、第６号においては、「その他設備に関する事項の変更がないものに限る」より、管台を取り なお、第６号柱書により、管台を取り替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらない

替える前後で管台の溶接方法及び母材の種類が変わらないことも条件となっている。 ことも条件となっている。

図 （略） 図 （略）

第３７条関係 第３７条関係

（１） 第２項第３号中、「第５４条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」は （１） 第２項第２号中、「第５４条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」

、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八十四 は、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八

号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安検査告 十四号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安

示で定めた方法として差し支えない。 検査告示で定めた方法として差し支えない。

なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第５４条の規 なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９７条の

定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用等に 規定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用

ついて検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。 等について検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。

（２） （略） （２） （略）

（５）冷凍保安規則の運用及び解釈ついて （５）冷凍保安規則の運用及び解釈について

第４３条関係 第４３条関係

（１） 第２項第２号中、「第６９条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」は （１） 第２項第２号中、「第６９条の規定により経済産業大臣が認めた基準に係る保安検査の方法」

、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八十四 は、当該保安検査の方法が保安検査の方法を定める告示（平成十七年三月三十日経済産業省告示第八

号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安検査告 十四号。以下「保安検査告示」という。）で定める検査方法の準用等で対応が可能な場合には、保安

示で定めた方法として差し支えない。 検査告示で定めた方法として差し支えない。

なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第６９条の規 なお、保安検査の方法を具体的に定める場合には、都道府県又は指定保安検査機関は、第９７条の

定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用等に 規定により経済産業大臣が定めた基準をあらかじめ精査し、保安検査告示中の保安検査の方法の準用

ついて検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。 等について検討するとともに、必要に応じて完成検査等の方法を参考とした上で定めること。

（２） （略） （２） （略）
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認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者の認定について（内規）の一部を改正する規程 新旧対照表（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者の認定について（内規） 認定完成検査実施者及び認定保安検査実施者の認定について（内規）

制定 ２０１５０９２４商局第１号 平成２７年１０月 ５日 制定 ２０１５０９２４商局第１号 平成２７年１０月 ５日

２０１７０３１０商局第７号 平成２９年 ３月２２日

９．その他 ９．その他

（１）申請書の作成方法 （１）申請書の作成方法

①～③ （略） ①～③ （略）

（２）その他 （２）その他

①～③ （略） ①～③ （略）

④ 告示第１５条第５項の「冷凍保安規則第七条第一項第五号、液化石油ガス保安規則第六条第一項第 （新規）

二十号、一般高圧ガス保安規則第六条第一項第十七号又はコンビナート等保安規則第五条第一項第二

十四号の経済産業大臣が定める耐震設計の基準を踏まえ、適切な対策を実施していること」とは、既

存の高圧ガス設備の耐震性向上対策について（平成２６年５月２１日付け20140519商局第1号）等の

通知文書の対象となる既存の設備等について、当該通知文書に従い適切に対策を実施していることを

いう。

⑤ （略） ④ （略）

⑥ （略） ⑤ （略）

⑦ （略） ⑥ （略）


